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交通サービスの提供にはネットワークの整備のための多額の固定費用を要するため，需要規模に応じた

効率的な計画を立てることが必要である．また都市間旅客交通においては，リンク毎に速度や基本的な費

用が異なるサービスが提供され，各OD間の旅客はそれらを適宜組み合わせて移動を行うことに注意した

ネットワーク設計が求められる．本研究では，複数の交通モードを含む最適ネットワーク構造を求める二

次錐計画モデルにおいて，ネットワークの固定費用を運賃によって負担させるスキームを複数設定できる

ように拡張した．それを仮想ネットワークに適用し，費用負担スキームごとの最適ネットワーク構造の分

析を行った． 
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1. はじめに 

 

(1)  都市間旅客交通の特徴と課題 

 交通ネットワークのサービスを構成するリンク別の交

通サービスの提供には，利用者数に比例する可変費用の

他にインフラや基礎的な資材・人員の調達の為の固定費

用が必要となるが，特に鉄道などの都市間の交通サービ

スは固定費用が莫大にかかるという特徴がある．したが

って需要規模に合ったネットワークのサービス水準を見

通すことが不可欠である．  

都市間旅客交通サービスの供給はリンクごとに行われ，

速度の異なるサービスが設定され，可変費用や固定費用

などリンク維持にかかる費用も異なる．一方で，旅客は，

各々のOD間移動において適宜リンクを組み合わせて移

動を行う．すなわち，都市間旅客交通サービスの供給は

リンク単位に行われるが，需要はODごとの市場の中で

決定されるという特徴がある．さらにリンクサービスレ

ベルが変化すると，そこを用いるODの組み合わせも変

化するという複雑な関係がある．  

したがって，都市間旅客交通のネットワーク計画の研

究を行うにあたっては，リンクごとの供給要件とODご

との需要との関係を，適切に結ぶモデルを用いる必要が

ある． 

 

(2) 戦略的な運賃設定の可能性 

 都市間を移動する旅客が感じるコストとしては，自動

車交通のように所要時間が卓越するわけではなく，公共

交通機関の運賃負担が重要な部分を占める．すなわち，

旅客の一般化費用には所要時間だけではなく，モード間

の乗継時間と公共交通を利用する際にかかる運賃の負担

が大きな割合を占める． 

都市間交通ネットワークの最適化を目指すこれまでの

研究では， OD需要や運賃（平均費用）を固定的に与え

たものが多い．また現状の運賃は，鉄道建設が着手され

た時期の事業制度に依存した利用距離に基づく計算式を

踏襲しており，可変費用に加えて固定費用の部分もほぼ

利用区間距離に応じて負担する形になっている．しかし，

高質なサービスを提供すべき区間の運賃を戦略的に割り

引き，より多くの利用者を集める事が望ましい可能性も

ある．つまり，運賃による負担額を操作変数として扱い，

ネットワーク構造と同時に決定することを考慮する価値

がある． 

この時，ネットワークの整備運営費用の負担スキーム

について，複数の設定ができる．つまり，利用したOD

旅客だけでリンクごとに負担させるのか，モードごとの

事業者内で内部補助を認めるのか，地域ごとにバランス

させるのか，ネットワーク全体でバランスさせるのか，

というような負担スキームが考えられる．本研究では異
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なる費用負担スキームを考慮できるように拡張したモデ

ルを用いて，都市間旅客交通ネットワークの最適構造を

分析していく． 

 

(3) 本論文の構成 

 本論文は以下のように構成される． 2.では，都市間交

通ネットワークの評価・最適化に関する既往研究につい

て述べる．その中で，都市間交通におけるサービス供給

側と需要側を適切に関連づけるMNPモデルに関する既

往研究をレビューし，同モデルを拡張した本研究の位置

づけを述べる． 3.では本研究で用いるモデルの定式化を

行う． 4.では，仮想ネットワークとパラメータの設定に

ついて述べる．さらに，異なる負担スキームのもとでの

最適ネットワーク構造に関して考察を行う．最後に5.で

本研究のまとめと今後の課題について述べる． 

 

 

2.  既往研究と本研究の位置づけ 

 

(1) 既往研究 

都市間交通のネットワークと運賃の同時最適化の理論

的・解析的研究は，極めて単純な構造のネットワークを

対象として進んできた1)-3)．しかし複数のOD交通に対す

る同時最適化は困難なため，運賃構造を所与とした上で

遺伝的アルゴリズム(GA)などのヒューリスティクス手法

を用いて擬似最適なネットワーク構造を求める研究が行

われてきた4)-7)．また，シミュレーションを用いた手法

としては紀伊ら8)がある．GAには日本全国を対象とする

ような大規模なネットワークにおける計算が可能という

長所があるものの，GAによって得られる解には大域的

最適解となる保証がないという問題がある． 

数理計画法を用いて最適ネットワークの厳密解を求め

るための試みとして，Okumura et al. 9)は 複数モード間の乗

継交通を考慮して，総一般化費用とネットワークの運営

費用の和を最小化するMulti-modal Network Planning (MNP) 

モデルを提案した．MNPモデルはリンクサービスの有

無を表す0-1変数と，交通費に関する連続変数を持ち，

費用最小化を目的とする混合整数計画問題として定式化

され，既存のパッケージを用いて容易に分析が可能であ

るという長所を持っている．MNPモデルはそれ以来，

環境制約や災害時の途絶リスクの考慮などの拡張がなさ

れてきた10),11)． 

細・奥村12)は提供される交通モードに応じてOD間の

一般化費用が変化し，需要が喚起される可能性を考慮す

るためMNPモデルを拡張し，線形の需要関数を仮定し

て消費者余剰を最大化する二次計画問題を定式化すると

ともに，凸二次錐制約に変換して計算する方法13)を提案

した．さらに細・奥村14)はOD間の一般化費用を操作変

数として扱い，ネットワーク構造と費用負担の同時最適

化を意図したモデルを提案した．しかし，不等式制約へ

の変換に用いるペナルティー項の設定に問題があり，収

束が遅く，最適解に到達できる保証が無いという問題を

残していた．吉田・奥村・細15)では，上記の問題を回避

し，さらに追加的な負担額を出発地ごとではなくODご

とに与えた．  

 

(2) 本研究の位置づけ 

本研究では，ネットワーク構造と運賃負担の同時最適

化を意図した吉田・奥村・細15)のモデルを拡張し，より

柔軟で戦略的な運賃設定を求めることができるように改

良する．まず，リンク𝑖𝑗でモード𝑚を利用する OD(𝑘, 𝑙)

別の運賃負担総額を操作変数に加えるとともに， OD間

の一般化費用と実際に利用者が各リンクで直面する金銭

的・時間的コストとのバランスを表現する非線形式を加

える．  

さらに，OD旅客がが運賃によって費用を負担するス

キームとして，ⅰ）リンクごとにバランスさせる場合，

ⅱ）モード別の事業者ごとに内部補助を認め，モード別

にバランスさせる場合，ⅲ）リンクを地域やモードを考

慮してグループ化し，そのグループごとに事業者に運営

を行わせ，事業者内での内部補助を認める場合，ⅳ）ネ

ットワーク全体（国全体）の全ノードでバランスさせる

場合，ⅴ）費用の一部を政府が別途税金により徴収した

財源の中から負担するという場合の5つの負担スキーム

を想定できるようにモデルを拡張する．ⅰ）～ⅳ）を比

較することによって，需要規模が安定している場合に，

運賃負担をどのように配分すれば新規の都市間旅客交通

網の整備がもたらす便益を最大化できるか，そして最適

な都市間旅客交通ネットワーク構造に与える影響につい

ての分析を可能とし，異なるOD間でどのように戦略的

な運賃設定がなされたのかを確認する．さらに，ⅳ）と

ⅴ）を比較することで，都市間旅客交通網の整備費用の

一部に政府が徴収する税金を投入することが最適ネット

ワーク構造に与える影響についての分析を可能とする． 

 

 

3. モデルの概説 

 

(1) モデルの基本構成 

本モデルは先行研究14)で提案した需要内生型のMNPモ

デルを基本としている．すなわち，OD間の需要が弾力

的であると仮定し線形の需要関数を仮定して，全ODに

ついての消費者余剰の総和を最大とするようなネットワ

ーク構造を導出する．モード間の乗り継ぎを明示的に考

慮するため，各都市ノードをモード別の着ノードと発ノ

ードに区分し，その間に乗継時間を要する乗継リンクを
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設定する．本モデルは0-1変数を含む二次錐計画問題と

して定式化され，最近の市販最適化ソルバーを用いて求

解が可能である． 

なお，本研究では個々の利用者は完全な情報を持ち最

小費用の経路のみを選択すると仮定する．一つの最小費

用経路の輸送容量が満杯になると次に一般化費用の小さ

い経路を用いることになるが，この場合にはOD毎の平

均運賃水準を保ちつつ，複数の経路の運賃を調整して，

使われる全ての経路の一般化費用が等しくなるようにで

きるものと仮定する．本問題では混雑や渋滞時間を無視

しているため，ある形状のネットワーク構造の上では経

路選択に外部性が存在しない．従って利用者が一般化費

用に関する完全情報を持てば，分権的な利用者の経路選

択行動によりシステム最適解を実現できることになる． 

 

(2) 二次式を含む計画問題の定式化 

 本モデルで用いる集合・変数・パラメータとその意味

については表-1の通りである． 

a)  需要関数の設定 

本研究では，図-1で示すようにOD(𝑘, 𝑙)ごとに線形の

需要関数を定義する．この時，消費者余剰𝐶𝑆𝑘𝑙を式(2)の

ように二次式として定式化することができる． 

𝐶𝑘𝑙 = 𝑐𝑘𝑙
max − 𝛽𝑘𝑙 ∙ 𝑄𝑘𝑙  

∀ 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑙 ∈ 𝑁 
(1) 

𝐶𝑆𝑘𝑙 =
1

2
(𝑐𝑘𝑙

max − 𝐶𝑘𝑙) ∙ 𝑄𝑘𝑙  

∀ 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑙 ∈ 𝑁 
(2) 

本研究では式(3)のように，式(2)の消費者余剰𝐶𝑆𝑘𝑙を

全てのODペアについて足し合わせた総消費者余剰を目

的関数として，これを最大化する． 

max
𝑿,𝒀,𝑸,𝑪,𝑪𝑺,𝑽

∑ ∑ 𝐶𝑆𝑘𝑙

𝑙∈𝑁𝑘∈𝐾
 (3) 

 

b)  交通量保存則 

 交通量保存則は先行研究と同様のものとする．式(4)

が出発点ノード，式(5)が途中のノードの到着側，式(6)

が途中ノードの出発側，式(7)が目的地ノードに関する

制約である． 

𝑄𝑘𝑙 = ∑ ∑ 𝑋𝑘𝑗
𝑘𝑙𝑚

𝑗∈𝑁𝑚∈𝑀
 

 ∀ 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑙 ∈ 𝑁 

(4) 

∑ 𝑋𝑖𝑛
𝑘𝑙𝑚

𝑖∈𝑁

= ∑ 𝑌𝑛
𝑘𝑙𝑚𝑚′

𝑚′∈𝑀
 

∀ 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑙 ∈ 𝑁, 𝑛 ∈ 𝑁, 𝑚 ∈ 𝑀 

(5) 

∑ 𝑌𝑛
𝑘𝑙𝑚𝑚′

ｍ∈𝑀

= ∑ 𝑋𝑛𝑗
𝑘𝑙𝑚′

𝑗∈𝑁
 

∀ 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑙 ∈ 𝑁, 𝑛 ∈ 𝑁, 𝑚′ ∈ 𝑀 

(6) 

𝑄𝑘𝑙 = ∑ ∑ 𝑋𝑖𝑙
𝑘𝑙𝑚

𝑖∈𝑁𝑚∈𝑀
 

∀ 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑙 ∈ 𝑁 

(7) 

c)  リンクサービス設定のための制約 

リンクサービスは双方向同時に運営されると考え，式

(8)を設定する．また，輸送容量を超えない範囲でサー

ビスを行うため，式(9)を設定する． 

表-1 変数・パラメータとその意味 

変数 意味 

𝑁 ノードの集合 

𝐾 起点（終点）ノードの集合，𝐾 ⊂ 𝑁 

𝑀 モードの集合 

H 事業者の集合 

L(h) 事業者h が管理するリンクの集合 

𝑍𝑖𝑗
𝑚

 
リンク𝑖𝑗でのモード𝑚の有無を示す{0,1}変

数 

𝑋𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚

 
リンク𝑖𝑗でモード𝑚を利用する OD(𝑘, 𝑙)別の

リンク交通量 

𝑌𝑛
𝑘𝑙𝑚𝑚′ 

ノード𝑛でモード𝑚からモード𝑚’に乗り継ぐ 

OD(𝑘, 𝑙)別の乗継交通量 

𝑄𝑘𝑙  OD(𝑘, 𝑙)間の交通量 

𝐶𝑘𝑙 OD(𝑘, 𝑙)間の一般化費用の平均値 

𝐶𝑆𝑘𝑙 OD(𝑘, 𝑙)間の消費者余剰総額 

𝑉𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚

 
リンク𝑖𝑗でモード𝑚を利用する OD(𝑘, 𝑙)別の

運賃負担総額 

𝐺 固定費用を賄う上での政府の負担総額 

𝑄𝑄𝑘𝑙  𝑄𝑄𝑘𝑙 ≥ (𝑄𝑘𝑙)2として定義する操作変数 

𝑑𝑖𝑗
𝑚

 
リンク𝑖𝑗でモード𝑚を運営するための固定費

用 

𝑒𝑖𝑗
𝑚

 
リンク𝑖𝑗でモード𝑚を運営するためのリンク

の利用者数に比例する可変費用 

𝑔𝑖𝑗
𝑚

 リンク𝑖𝑗でのモード𝑚の輸送容量 

𝑡𝑖𝑗
𝑚

 リンク𝑖𝑗でのモード𝑚の所要時間 

𝜏𝑛
𝑚𝑚′ 

ノード𝑛でのモード𝑚からモード𝑚’への乗継

時間 

𝑞𝑘𝑙
max OD(𝑘, 𝑙)での上限交通量 

𝑐𝑘𝑙
max OD(𝑘, 𝑙)の旅客の支払意思額の最大値 

𝛽𝑘𝑙  OD(𝑘, 𝑙)での逆需要関数の傾き 

𝑣 時間価値 

𝜔 十分大きな任意の定数 

𝜃 固定費用の政府負担率 

図-1 OD(𝒌, 𝒍)の需要関数 

OD間一般化費用

OD交通量

(1)

(2)
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𝑍𝑖𝑗
𝑚 = 𝑍𝑗𝑖

𝑚
 

∀ 𝑖 ∈ 𝑁, 𝑗 ∈ 𝑁, 𝑚 ∈ 𝑀 
(8) 

∑ ∑ 𝑋𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚

𝑙∈𝑁𝑘∈𝐾

≤ 𝑔𝑖𝑗
𝑚 ∙ 𝑍𝑖𝑗

𝑚

 

∀ 𝑖 ∈ 𝑁, 𝑗 ∈ 𝑁, 𝑚 ∈ 𝑀 

(9) 

d)  ODごとの一般化費用に関する制約 

旅客の経路やOD交通量はOD間の一般化費用で決まる

一方，その旅客が支払う運賃や時間費用は経路上のリン

クごとに与えられるため，OD間の一般化費用とリンク

での一般化費用をつなげるための制約が必要となる．本

モデルでは，このOD(𝑘, 𝑙)別に成立すべき関係を，式

(10)のように定式化する． 

𝐶𝑘𝑙 ∙ 𝑄𝑘𝑙 ≥ ∑ ∑ ∑ 𝑉𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚

𝑚∈𝑀𝑗∈𝑁𝑖∈𝑁
 

      +𝑣 ∙ ∑ ∑ ∑ 𝑡𝑖𝑗
𝑚 ∙ 𝑋𝑖𝑗

𝑘𝑙𝑚

𝑚∈𝑀𝑗∈𝑁𝑖∈𝑁
 

                  +𝑣 ∙ ∑ ∑ ∑ 𝜏𝑛
𝑚𝑚′

∙ 𝑌𝑛
𝑘𝑙𝑚𝑚′

𝑚′∈𝑀𝑚∈𝑀𝑛∈𝑁

 
 

∀ 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑙 ∈ 𝑁 

(10) 

式(10)は左辺がOD間の一般化費用，右辺は順に利用した

リンクの運賃負担総額，所要時間費用，乗継時間費用を

意味している．なお，時間を金銭換算するため，所要時

間と乗継時間については時間価値𝑣を乗じている． 

e)  運賃の制約 

𝑉𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚は利用リンクの運賃負担をOD(𝑘, 𝑙)別に集計した

総額である．利用者は自らが利用しない区間の運賃を負

担する必要はなく，運賃は非負であると仮定する。これ

らの条件は以下のように表現できる。 

𝑉𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚 ≤ 𝜔 ∙ 𝑋𝑖𝑗

𝑘𝑙𝑚
 

∀ 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑙 ∈ 𝑁, 𝑖 ∈ 𝑁, 𝑗 ∈ 𝑁, 𝑚 ∈ 𝑀 
(11) 

𝑉𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚 ≥ 0 

∀ 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑙 ∈ 𝑁, 𝑖 ∈ 𝑁, 𝑗 ∈ 𝑁, 𝑚 ∈ 𝑀 
(12) 

従来の公共経済学の標準的な議論では，価格（運賃）

は限界費用と一致するように設定する事が望ましいが，

交通サービスのように固定費用を必要とし平均費用が逓

減する産業では赤字が発生するため，平均費用分の付加

が必要となるとされてきた．しかし相互に影響を持つ複

数の市場において具体的な設定方法が理論的に確立して

いるわけではなく，実用上は，限界費用や利用距離など

に比例する形で設定されてきたと考えられる．本モデル

では𝑉𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚を自由に設定し，得られた𝑉𝑖𝑗

𝑘𝑙𝑚の値の構造を

分析することで，望ましい運賃負担のあり方を検討する

ことが可能となっている． 

f)  費用負担スキームの表現 

 ネットワーク上でサービスが設定された区間リンクに

は固定費用が必要となる．これを利用者が支払う運賃の

うち固定費用を上回る部分を集約してカバーする．この

時の費用負担スキームとして，ⅰ）リンクごとにバラン

スさせる場合，ⅱ）モード別の事業者ごとに内部補助を

認め，モード別にバランスさせる場合，ⅲ）リンクを地

域やモードを考慮してグループ化し，そのグループごと

に事業者に運営を行わせ，事業者内での内部補助を認め

る場合，ⅳ）ネットワーク全体（国全体）の全ノードで

バランスさせる場合，ⅴ）費用負担の一部（𝜃倍）を政

府が別途税金により徴収した財源の中から負担し，残り

（1 − 𝜃倍）を全利用者から集めた金銭負担額によって

カバーするという場合の5つのスキームを考える．ⅰ）

～ⅳ）のそれぞれの負担スキームに応じて，式(13)から

(16)を設定する．  

∑ ∑(𝑉𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚

𝑙∈𝑁

− 𝑒𝑖𝑗
𝑚 ∙ 𝑋𝑖𝑗

𝑘𝑙𝑚)

𝑘∈𝐾

≥ 𝑑𝑖𝑗
𝑚 ∙ 𝑍𝑖𝑗

𝑚

 

∀ 𝑖 ∈ 𝑁, 𝑗 ∈ 𝑁, 𝑚 ∈ 𝑀 

(13) 

∑ ∑ ∑ ∑(𝑉𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚

𝑗∈𝑁

− 𝑒𝑖𝑗
𝑚 ∙ 𝑋𝑖𝑗

𝑘𝑙𝑚)

𝑖∈𝑁𝑙∈𝑁𝑘∈𝐾
 

≥ ∑ ∑ 𝑑𝑖𝑗
𝑚 ∙ 𝑍𝑖𝑗

𝑚

𝑗∈𝑁𝑖∈𝑁
 

∀𝑚 ∈ 𝑀 

(14) 

∑ ∑ ∑ (𝑉𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚 − 𝑒𝑖𝑗

𝑚 ∙ 𝑋𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚)

(𝑖,𝑗,𝑚)∈𝐿(ℎ)𝑙∈𝑁𝑘∈𝐾
 

≥ ∑ 𝑑𝑖𝑗
𝑚 ∙ 𝑍𝑖𝑗

𝑚           

(𝑖,𝑗,𝑚)∈𝐿(ℎ)
 

∀ℎ ∈ 𝐻 

(15) 

∑ ∑ ∑ ∑ ∑ (𝑉𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚

𝑚∈𝑀

− 𝑒𝑖𝑗
𝑚 ∙ 𝑋𝑖𝑗

𝑘𝑙𝑚)

𝑗∈𝐾𝑖∈𝑁𝑙∈𝑁𝑘∈𝐾
 

≥ ∑ ∑ ∑ 𝑑𝑖𝑗
𝑚 ∙ 𝑍𝑖𝑗

𝑚

𝑚∈𝑀𝑗∈𝑁𝑖∈𝑁
 

(16) 

ⅴ)の負担スキームについては以下の式(17),式(18)を設定

し，目的関数として式(19)の総消費者余剰から政府負担

のための税額を差し引いた社会的余剰を用いる．  

𝐺 ≥ 𝜃 ∑ ∑ ∑ 𝑑𝑖𝑗
𝑚 ∙ 𝑍𝑖𝑗

𝑚

𝑚∈𝑀𝑗∈𝑁𝑖∈𝑁
 (17) 

∑ ∑ ∑ ∑ ∑ (𝑉𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚

𝑚∈𝑀

− 𝑒𝑖𝑗
𝑚 ∙ 𝑋𝑖𝑗

𝑘𝑙𝑚)

𝑗∈𝑁𝑖∈𝑁𝑙∈𝑁𝑘∈𝐾
 

≥ (1 − 𝜃) ∑ ∑ ∑ 𝑑𝑖𝑗
𝑚 ∙ 𝑍𝑖𝑗

𝑚

𝑚∈𝑀𝑗∈𝑁𝑖∈𝑁
 

(18) 

max
𝑿,𝒀,𝑸,𝑪,𝑪𝑺,𝑽,𝑮

∑ ∑ 𝐶𝑆𝑘𝑙 − 𝐺

𝑙∈𝑁𝑘∈𝐾
 (19) 

g)  非負制約 

各操作変数の定義域を式(20)の通りに定める． 

𝑍𝑖𝑗
𝑚 ∈ {0,1}, 𝑉𝑖𝑗

𝑘𝑙𝑚 ≥ 0, 

𝑋𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚, 𝑌𝑛

𝑘𝑙𝑚𝑚′
, 𝑄𝑘𝑙 , 𝐶𝑘𝑙 , 𝐶𝑆𝑘𝑙 , 𝐺 ≥ 0 

∀ 𝑛, 𝑖, 𝑗, 𝑙 ∈ 𝑁, 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑚, 𝑚′ ∈ 𝑀 

(18) 

  

(3) 二次錐制約問題への変換 

本モデルでは，式(2)，式(10)が操作変数どうしの積を
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含むため，このままでは求解が困難である．これらに式

変形を施し，0-1変数を含む凸二次錐計画問題に変換し

て計算を行う．  

 まず，需要関数である式(1)を式(2) ，式(10)に代入して

変数𝐶𝑘𝑙を消去し，式(21) ，式(22)のように変形する．  

𝐶𝑆𝑘𝑙 =
1

2
(𝑐𝑘𝑙

max − 𝐶𝑘𝑙) ∙ 𝑄𝑘𝑙 =
1

2
𝛽

𝑘𝑙
∙ (𝑄𝑘𝑙)

2
    

 ∀ 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑙 ∈ 𝑁 
(21) 

𝐶𝑘𝑙 ∙ 𝑄𝑘𝑙 = {𝑐𝑘𝑙
max ∙ 𝑄𝑘𝑙 − 𝛽𝑘𝑙 ∙ (𝑄𝑘𝑙)2}

≥ (式(10)右辺) 

∀ 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑙 ∈ 𝑁 

(22) 

ここで，凸二次制約である式(23)を満たすように新た

な変数𝑄𝑄𝑘𝑙を定義し，式(21)と式(22)をそれぞれ式(24)，

式(25)のように置き換える．これにより目的関数である

消費者余剰を，線形式として表現できる． 

𝑄𝑄𝑘𝑙 ≥ (𝑄𝑘𝑙)2 

∀ 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑙 ∈ 𝑁 
(23) 

𝐶𝑆𝑘𝑙 =
1

2
𝛽𝑘𝑙 ∙ 𝑄𝑄𝑘𝑙  

∀ 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑙 ∈ 𝑁 
(24) 

𝑐𝑘𝑙
max ∙ 𝑄𝑘𝑙 − 𝛽𝑘𝑙 ∙ 𝑄𝑄𝑘𝑙 ≥ (式(10)右辺) 

∀ 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑙 ∈ 𝑁 
(25) 

式(24)から，目的関数の最大化のためには変数𝑄𝑄𝑘𝑙を

最大化することが望ましいが，式(23)は下限しか与えな

い．しかし式(25)から変数𝑄𝑄𝑘𝑙に上限が与えられ，式

(23)，(25)は実際には等式として成立することになる．よ

って式(3)の目的関数は式(26)のように置き換えられる．

また，式(19)のケースⅴ）の場合の目的関数は式(27)のよ

うに書き換えられる． 

max
𝑿,𝒀,𝑸,𝑸𝑸,𝑪𝑺,𝑽

∑ ∑
1

2
𝛽𝑘𝑙 ∙ 𝑄𝑄𝑘𝑙

𝑙∈𝑁𝑘∈𝐾
 (26) 

max
𝑿,𝒀,𝑸,𝑸𝑸,𝑪𝑺,𝑽

∑ ∑
1

2
𝛽𝑘𝑙 ∙ 𝑄𝑄𝑘𝑙

𝑙∈𝑁𝑘∈𝐾

− 𝐺
 (27) 

 操作変数の定義域は以下のようになる． 

𝑍𝑖𝑗
𝑚 ∈ {0,1}, 𝑉𝑘𝑙 ≥ 0, 

𝑋𝑖𝑗
𝑘𝑙𝑚, 𝑌𝑛

𝑘𝑙𝑚𝑚′
, 𝑄𝑘𝑙 , 𝑄𝑄𝑘𝑙 , 𝐶𝑆𝑘𝑙 ≥ 0 

∀ 𝑛, 𝑖, 𝑗, 𝑙 ∈ 𝑁, 𝑘 ∈ 𝐾, 𝑚, 𝑚′ ∈ 𝑀 

(28) 

 

(4) モデルの計算方法 

 最終的に本モデルは，式(26)または式(27)を目的関数と

して，式(4) ~ 式(9)，式(11) ，式(12) ，式(13) ~ 式(16)のうち

の一つもしくは式(17) ~ 式(18)，式(23) ~ 式(25)，式(28)を

制約条件とする数理計画モデルとして定式化される． 

以上のモデルは0-1変数を含む凸二次錐計画問題であ

り，最近の商用最適化ソルバーを用いて求解が可能であ

る．実際の計算ではGurobi Optimizer 8.1を用いた． 

 

 

 

 

4. 仮想ネットワークの分析 

 

(1) 仮想ネットワークとパラメータの設定 

本研究では2つの仮想ネットワークに前章のモデルを

適用し，最適ネットワーク構造の分析を行う． 

仮想ネットワークⅠは6つのノードと4つのモード（新

幹線，在来線特急，バス，航空）から成るネットワーク

であり，モードごとに図-2～図-5のようなリンクを設定

可能であるとする．図中の黒色の番号はノード番号で，

リンクには所要時間（分）を付記している．これらのリ

ンクは，地域やモードを反映した図-6，図-7，図-8に示

す3つのグループごとに，事業者ℎ1，ℎ2，ℎ3が管理する

と仮定する．  

各リンクの固定費用，可変費用，輸送容量 を表-2のよ

うに与える．本モデルではリンクごとに異なる値を設定

可能だが，ここでは簡単化のためモードごとに等しい値

を与える．また，輸送容量は十分に大きな値としており，

図-2 新幹線設定リンクと所要時間 

図-3 在来線特急設定リンクと所要時間 

図-4 バス設定リンクと所要時間 

図-5 航空設定リンクと所要時間 
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混雑や乗り残しは発生しないものとする．モード間の乗

継時間𝜏𝑛
𝑚𝑚′を表-3のようにノードの場所によらず等し

い値を与える．ODごとの上限交通量𝑞𝑘𝑙
maxと支払意思額

の最大値𝑐𝑘𝑙
maxをそれぞれ表-4，表-5のように与える．旅

客の時間価値𝑣は一律に50（円/分）と置く．十分大きな

任意の定数𝜔は109とおく． 

仮想ネットワークⅡは3つのノードと2つのモード（鉄

道，バス）から成る単純な構造のネットワークである．

各モードの設定と各リンクの所要時間を図-9に示す．各

モードの固定費用，可変費用，輸送容量を表-6のように

図-6 事業者𝒉𝟏の管理するリンクグループ 

図-7 事業者𝒉𝟐の管理するリンクグループ 

図-8 事業者𝒉𝟑の管理するリンクグループ 

表-2 各モードの固定費用，可変費用，輸送容量 

モード 
固定費用 

（円 / day） 

可変費用 

（円/人） 

輸送容量 

（千人 / day） 

新幹線 12,000,000 3,000 150,000 

在来線特急 3,000,000 2,000 150,000 

バス 100,000 2,000 150,000 

航空 2,000,000 13,000 150,000 

 
表-3 モード間の乗継時間（分） 

モード 新幹線 在来線特急 バス 航空 

新幹線 0 15 15 120 

在来線特急 15 0 15 120 

バス 15 15 0 120 

航空 120 120 120 30 

 表-4 上限交通量（人/day） 

OD 1 2 3 4 5 6 

1 0 200,000 100,000 5,000 1,000 500 

2 200,000 0 200,000 12,000 1,500 1,100 

3 100,000 200,000 0 6,000 1,000 500 

4 5,000 12,000 6,000 0 5,000 5,000 

5 1,000 1,500 1,000 5,000 0 3,000 

6 500 1,100 500 5,000 3,000 0 

 表-5 支払意思額の最大値（円/人/day） 

OD 1 2 3 4 5 6 

1 0 20,000 120,000 135,000 135,000 135,000 

2 20,000 0 100,000 120,000 120,000 120,000 

3 120,000 100,000 0 65,000 80,000 80,000 

4 135,000 120,000 65,000 0 40,000 25,000 

5 135,000 120,000 80,000 40,000 0 21,000 

6 135,000 120,000 80,000 25,000 21,000 0 
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与え，モード間の乗継時間𝜏𝑛
𝑚𝑚′を表-7のように与える．

ODごとの上限交通量𝑞𝑘𝑙
maxを表-8，支払意思額の最大値

𝑐𝑘𝑙
maxを表-9に示す．2つの地域それぞれを事業者ℎ1，ℎ2

が管理すると考える．旅客の時間価値𝑣は一律に50（円/

分）と置き，十分大きな任意の定数𝜔は1013とおく． 

 

(2) 需要規模の変化によるネットワーク構造の変化 

 まず，仮想ネットワークⅠにおいて，需要規模の変化

最適なネットワーク構造に与える影響を分析する．費用

負担スキームをⅰ)とし，支払意思額の最大値𝑐𝑘𝑙
𝑚𝑎𝑥を固

定した上で，先行研究14)と同様に全てのODペアの上限

交通量𝑞𝑘𝑙
𝑚𝑎𝑥の値を表-4で与えた値から一様に比例的に

変化(𝛼倍)させることで，異なる需要規模を与えた． 

 需要倍率を0.1 ≤ 𝛼 ≤ 2.0の範囲で0.01ずつ変化させ

表-6 各モードの固定費用，可変費用，輸送容量 

モード 
固定費用 

（円 / day） 

可変費用 

（円/人） 

輸送容量 

（万人 / day） 

鉄道 12,000,000 3,000 1,500,000 

バス 100,000 2,000 1,500,000 

 表-8 上限交通量（人/day） 

OD 1 2 3 

1 0 12,400 2,480 

2 12,400 0 6,200 

3 2,480 6,200 0 

 

表-9 支払意思額の最大値（円/人/day） 

OD 1 2 3 

1 0 15,000 18,000 

2 15,000 0 15,000 

3 18,000 15,000 0 

 

表-7 モード間の乗継時間（分） 

モード 鉄道 バス 

鉄道 0 15 

バス 15 0 

 

図-10 需要規模の拡大に伴うネットワーク構造の変遷 

※図中の値は鉄道リンク，バスリンクの所要時間（分） 

図-9 仮想ネットワークⅡ 

 

地域ℎ4 地域ℎ5 
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た場合，図-10の(A)～(I)のような9種類のネットワーク構

造が順番に現れた．すなわち，  𝛼 = 0.1では(A)， 

0.11 ≤ 𝛼 ≤ 0.17では(B)， 𝛼 = 0.18では(C)， 0.19 ≤

𝛼 ≤ 0.2では(D)， 0.21 ≤ 𝛼 ≤ 0.31では(E)， 0.32 ≤

𝛼 ≤ 0.61では(F)， 0.62 ≤ 𝛼 ≤ 1.38では(G)， 1.39 ≤

𝛼 ≤ 1.51では(H)， 1.52 ≤ 𝛼 ≤ 2.0では(I)となった．(B)

から(C)で在来線特急リンクが増える際に，航空リンク

が一度減り，(C)から(D)へ変わる過程で航空リンクが復

活する． 

このように，需要規模の拡大に従ってバスリンクが在

来線特急リンクへ，そして在来線特急リンクが新幹線リ

ンクと変わる．すなわち，需要が拡大するとリンク固定

費用をより多くの利用者で分担できるため，平均費用が

低下する．そのため，多くの固定費用を必要とするもの

の速度等のサービス水準が優れているサービスの導入が

より多くのリンクで可能になることを示している． 

 

(3) 政府負担の有無がネットワーク構造に与える影響 

 次に同じ仮想ネットワークIにおいて，政府負担の影

響を分析する．ここでは，ⅳ)ネットワーク全体で負担

する場合と，ⅴ)政府負担として固定費用の半額を負担

する場合（𝜃 = 0.5）を比較する． 

需要規模が0.10 ≤ 𝛼 ≤ 0.70の範囲で0.05ごとに変化

させ，2つの負担方式での最適ネットワークと総消費者

余剰，社会的総余剰を計算した結果を表-10に示す． 

 表-10より，政府負担の考慮により最適ネットワーク

の構造は変わらないが，総消費者余剰が増加し，税金負

担分を差し引いた社会的総余剰もわずかながら大きくな

る．この結果から，政府が一部の負担を行うと，運賃が

より自由に設定でき，社会的総余剰が拡大するケースが

存在することが示された． 

 

(4) 費用負担スキームがネットワーク構造に与える影

響 

 同一の需要規模においても，費用負担スキームが異な

れば，最適ネットワーク構造が変化する可能性がある．

そこで，仮想ネットワークⅡを対象に，４つの負担スキ

ームに対する最適ネットワーク構造を求めた． 

ⅰ）リンク別負担（式(13)）およびⅲ）地域別負担(式

(15))の場合の最適ネットワーク構造は図-11，ⅱ）モー

ド別負担(式(14))およびⅳ）全体負担(式(16))の場合の最

適ネットワークは図-12のようになった．この時，OD別

の最適運賃は，図-11の2ケースでは3つのODペア(1,2)，

(2,3)，(1,3)それぞれに対して4784円/人，2320円/人，5129

円/人であり，図-12の2ケースではそれぞれ5674円/人，

5674円/人，7970円/人であった。すなわち前者では需要

規模にあわせて2つの地域の負担額は異なるが，後者に

おいては2地域の区間運賃に差が見られない。そして，

ODペア(1,2)の運賃は，ⅱ）モード別負担・ⅳ）全体負

表-10 政府負担の有無による最適ネットワークと総消費者余剰，社会的総余剰の比較 

需要倍率𝛼 

ⅳ)全体負担 ⅴ)政府半額負担(𝜃 = 0.5) 

構造 
総消費者余剰 

(=社会的総余剰) 
構造 総消費者余剰 社会的総余剰 

0.10 A 2973.2 A 2995.6 2973.3 

0.15 B 4483.8 B 4508.2 4483.9 

0.20 D 5995.6 D 6022.9 5995.7 

0.25 E 7512.2 E 7548.5 7512.3 

0.30 E 9029.1 E 9065.5 9029.3 

0.35 F 10546.8 F 10586.0 10546.9 

0.40 F 12064.7 F 12103.9 12064.8 

0.45 F 13582.6 F 13621.8 13582.7 

0.50 F 15100.5 F 15139.7 15100.6 

0.55 F 16618.4 F 16657.6 16618.5 

0.60 F 18136.3 F 18175.4 18136.3 

0.65 G 19655.2 G 19703.4 19655.3 

0.70 G 21174.5 G 21222.7 21174.6 

（百万円/day) 

 

∑ ∑ 𝐶𝑆𝑘𝑙

𝑙∈𝑁𝑘∈𝐾

= 60932 

∑ ∑ 𝐶𝑆𝑘𝑙

𝑙∈𝑁𝑘∈𝐾

= 61258 

図-12 ⅱ）モード別負担，ⅳ）全体負担の場合の最適

ネットワーク構造と総消費者余剰の値 

図-11 ⅰ）リンク別負担，ⅲ）地域別負担の場合の

最適ネットワーク構造と総消費者余剰の値 
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担の場合の方が，ⅰ）リンク別負担・ⅲ）地域別負担の

場合よりも高くなっている．すなわち，ある区間の旅客

が運賃を多く支払い，別の区間の固定費用を負担すれば，

鉄道の導入が可能となるということである．また，両者

とも遠距離運賃は短距離に比べて割安であるが，後者の

方が(1,2)の鉄道運賃が高く，遠距離の割引率は若干大

きくなっている． 

 

 

5. おわりに 

 

(1) 本研究のまとめ 

本研究では都市間旅客交通ネットワーク計画問題につ

いて，サービス供給側をリンク別で，旅客をOD別の変

数として表したMNPモデルを基礎として，異なる費用

負担スキームのもとで，戦略的な運賃設定を求めるため

の計画モデルを提案した． 

次に，２つの仮想ネットワークを設定し，モードの特

徴を踏まえてパラメータ値を与えて最適ネットワーク構

造を求めた． 

まず複数の需要規模に対応する最適ネットワーク構造

を求めた結果，需要規模が小さな場合は，バスや在来線

主体のネットワーク構造となるが，需要の拡大とともに，

固定費用が大きくかかる新幹線リンクの導入が可能とな

ることが分かった．次に，旅客の運賃負担に加えて，政

府が一部の費用を負担すれば，税負担上昇分を差し引い

ても，社会的総余剰の増加につながることが示された． 

ついで，需要規模を固定して費用負担スキームの違い

が最適ネットワーク構造に与える影響の分析を行った結

果，当該区間を利用した旅客だけではなく，別の区間に

おいて同一のモードを利用した旅客やネットワーク全体

の旅客に負担を課せば，当該区間に高度なサービスの導

入が可能となるケースが存在することが分かった． 

 

(2) 今後の課題 

 本研究では費用負担スキームを変えることで，より高

度なネットワークを形成できる可能性を示すことができ

た．今後は，このような効果が出現する条件を明らかに

するために，綿密な分析を行う必要がある．また，より

現実の状況を反映した複雑なネットワークに適用してゆ

くことも必要であると考える． 
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OPTIMAL NETWORK STRUCTURE  

OF INTERCITY PASSENGER TRANSPORTATION  

CONSIDERING COST SHARING SCHEMES 

 

Tomoki  YOSHIDA and Makoto OKUMURA   

 
Intercity passenger transportation, services with different speeds and basic costs are supplied for each 

link with considerable fixed cost, and passengers between each OD move by combining the link-based 

service appropriately. Total cost to construct and maintain link service in the network is shared by fare paid 

by the passengers. In this case, it is possible that the total number of users can be increased if a larger part 

of the cost is shared by the OD pair passengers relatively less elastic, instead of a simple method according 

to the distance for the fixed cost of the service. In this study, we propose a model that determines the 

network structure and fare of OD, under one of the several cost sharing schemes. In this model, we max-

imize the social surplus, that is total consumer surplus minus tax amount of government. Next, this model 

is applied to a virtual network, and the optimal network structure under different cost-sharing schemes and 

different demand size are analyzed. 
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